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内閣府作成資料より

Society 5.0：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシ
ステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）。

→化学物質安全との関連を整理すると、・・・
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WSSD2020年目標以降の化学物質管理

→化学物質のリスク評価の加速化に引き続き取り組むことに加えて，化学物質の
ライフサイクル全体でのリスク評価手法の確立が今後必要となる．データ利活
用の枠組みの拡張。

• SDGs(Sustainable Development Goals)

• 3.9-2030年までに，有害化学物質，並びに大気，水質及び土壌の汚染による死
亡及び疾病の件数を大幅に減少させる．

• 6.3-2030年までに，汚染の減少，投棄の廃絶と有害な化学物・物質の放出の最
小化，未処理の排水の割合半減及び再生利用と安全な再利用の世界的規模
で大幅に増加させることにより，水質を改善する．

• 12.4-2020年までに，合意された国際的な枠組みに従い，製品ライフサイクルを
通じ，環境上適正な化学物質や全ての廃棄物の管理を実現し，人の健康や環
境への悪影響を最小化するため，化学物質や廃棄物の大気，水，土壌への放
出を大幅に削減する．

• ポストSAICM

• 化学物質管理システムを構築・実施し，ライフサイクルを通した化学物質及び
廃棄物による被害を最小化又は予防することを目的としたポストSAICMが，
2020年に採択予定

• WSSD2020年目標の達成とポスト2020年目標の策定に関する議論の先導に向
け，化学物質のライフサイクル全体でのリスク評価推進や化審法に基づくリスク
評価の加速化に取り組む（環境省）
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理論

原理

定理

法則

未知現象
技術シーズ

経済・社会
ニーズ

・・・・

発見・解明 融合・適用

実用化

産総研企画本部に加筆

大学等
データ基盤

企業等
制度的基盤

化学物質管理という地球的規模の課題解決へ
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本日の話題

１．リスク評価とライフサイクル評価の融合に基づく意思決
定支援

２．化学物質安全への関心事に答える評価に基づく意思
決定支援

※マルチスケールでデータの関連性を眺める視点

5



研究開発目的と達成課題

◼ 研究の目的
化学物質・製品を中心に据え、相伴う環境負荷をも環境リスクと
して捉えて統合評価する「リスク評価技術」を開発し、リスクト
レードを組み込んだリスクガバナンスの提言を目的とする。

◼ 達成目標

第一に、サプライチェインによる製品類型化に基づき代表製品を
選定し、フロー・ストックに伴うリスクの評価技術を開発する。

第二に、上記のモデル製品を対象に、リスク・リスクトレードオフ
の知見を得るとともに、現行のリスク評価・管理を補完するリスク
ガバナンスモデルとそのための管理指標を提案する。
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フロー

本研究で得られた研究成果の全体像(A,B,C)

C：評価基盤整備
C-1:リスクトレードオフ図
C-2:リスクガバナンスモデル
C-3:事例ベース

B：リスクトレードオフ解析
B-1:物質代替の詳細解析
B-2：ケーススタディの総括

A：サプライチェインリスク評価技術の開発
A-1:PRTR物質の類型化
A-2:長期間過去再現と将来投影

ストック
化審法・化管法
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A-1. SOMでPRTR物質を10個のクラスターに類型化し指標
性を明確化した対象物質を決定する方法を開発

Ⅲ.屋内快適性維持

Ⅱ.機器動作に必要
環境

Ⅰ.住空間構成材料

正偏差

負偏差

SOM：自己組織化マップ

プロファイル： 全体データの平
均からのクラスタ範囲の平均の
偏差; 単位は全体データの標準
偏差。t検定より。

G1

製品類型
Ⅰ Ⅱ Ⅲ

化
学
物
質
ク
ラ
ス
タ

G 1 難燃剤 業務用洗浄剤
G 2 難燃剤
G 3
G 4 家庭用洗浄剤
G 5 発泡断熱材 機器用冷媒
G 6
G 7 可塑剤 可塑剤
G 8
G 9 接着剤
G10 8



正偏差

負偏差

➢ プロファイル： 全体データの平均からのクラスタ範囲の
平均の偏差; 単位は全体データの標準偏差。T検定より。

HCFC-22 

HCFC-141b 

CFC-11

LAS 

AE 

NPE

DEHP

ホルムアル
デヒド

DecaBDE 

PCE TPP

A-1. 10個のクラスターから物質を選定

G1 G2 G3 G4

G5 G6 G7 G8

G9 G10
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被
害
係
数

*

環境媒体 削減・緩和目標

大気

A-2. ライフステージを組み込んだフロー・ストックモデルの構築

過去／現在／将来モデルの構築×ライフサイクル考慮 => 政策評価

フロー・ストック解析 環境排出 効果・被害評価

土壌

水域

リサイクル 焼却

埋立て

化学物質製造

製品製造

製
造

使
用

廃
棄

下水処理

ヒト健康
リスク

(DALY)

生態
リスク
(EINES/

PDF)

使用（ストック）

-化学物質代替
-政策シナリオ立案

-国内生産量の変化
-輸出入の変化

-過去～現在の排出量
-将来予測

-寿命推定
-化学物質含有率
-放散係数

-一般廃棄物
-産業廃棄物

-不確実性評価

流入量

流出量

排
出
係
数

排
出
係
数

被
害
係
数

*

代表物質・製品の選定

統合指標
(Eco-

indicator)

統
合
係
数

*

*LCA等から比較指標を推計： Goedkoop, M., Spriensma, R., 2000. The eco-indicator 99; Goedkoop, M. et al., 2009. ReCiPe 2008; Itsubo, N. and Inaba, A. LIME2.
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日本国内の電気・電子機器に由来するDecaBDEとTPhPのフロー・ストック推計結果
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B-1. 難燃剤のフロー・ストック推計
ストック 国内需要量 製造量 流出量

DecaBDE：
TPhP ：
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B-1. 難燃剤の環境排出構造の明確化

総排出量 総排出量

製造

使用

処理・廃棄

大気

水域

土壌

14.1

下水処理
5.6

焼却
10.6

リサイクル
27.7

直接埋立て
0.4

単位: kg
対象年：2003年

製品ライフステージ
7.8

環境媒体

排出源 排出端

製品ライフステージ、環境排出に着目した DecaBDE のSankey Diagram
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シナリオA：DecaBDE 出荷実績から最尤推定

シナリオB：DecaBDE 出荷量が1990年以降 変化無し

シナリオC：DecaBDE から TPhP への代替
9

B-1. リスクトレードオフ評価の枠組み

シナリオA
最尤推定

DecaBDE

シナリオB
出荷量維持を仮定

DecaBDE

シナリオC 
TPhP代替を仮定

TPhP

EEE

製造

Disposal
廃棄

使用

マルチプルリスク
リスクトレードオフ

対抗
リスク

目標
リスク

製造 使用

廃棄

リン系：TPhP

臭素系：DecaBDE

POPs条約

代替

環境排出量
ヒト健康リスク(DALY)

生態リスク(EINES)
統合指標（円Eco-indicator）

対
抗

リ
ス

ク
生

態
系

リ
ス

ク
（円

ec
o
-i
nd

ic
at

or
）

ヒト健康リスク（円eco-indicator）
目標リスク 13
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B-1. リスクトレードオフ評価結果

生態リス
ク

ヒト健康リ
スク

視点２

製品ライフステージ間の比較

ヒト健康リスク（円eco-indicator）

生
態

リ
ス

ク
（円

ec
o
-i
nd

ic
at

or
）

使用

廃棄

ライフサイクル全体製造

を通じたリスク管理
複数指標

による意思決定

シナリオA+C：DecaBDEからTPhPへの代替

視点１

ヒト健康リスクVS 生態リスク
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B-2: 蓄積されたリスク評価事例 全16物質/8製品

(GJ/yr)

(GJ/yr)

物質 製品 経路

製品ライフステージ 2015

製造場 使用場 廃棄場
マテリアル

フロー&ストック評価
リスク評価

相対的な
ストック管理
の重要性目標

リスク
対抗
リスク

目標
リスク

対抗
リスク

目標
リスク

対抗
リスク

意図的な
使用量

非意図的に
発生する量

リスク量 (単位)
リスクへの
寄与率 (%)

ホルムアルデヒド
(HCHO)

ホルムアルデヒ
ド形接着剤

フロー 地球温暖化 屋外→屋内流入 9.96 (t-HCHO) 12,911 (DALY) 98.4
Very Low

ストック 室内空気汚染 9.29 (t-HCHO) 206 (DALY) 1.6

CFCs

建築用
発泡断熱材

フロー

オゾン層
破壊 地球

温暖化

(t) 838 (t) 1,644 (DALY)

フロー由来:
2.1 (%)

ストック由来:
97.9 (%)

Very High

ストック オゾン層破壊 地球温暖化 37,689 (t) 73,947 (DALY)

HCFCs
フロー (t) 747 (t) 164 (DALY)

ストック オゾン層破壊 地球温暖化 49,108 (t) 10,733 (DALY)

HFCs
フロー 2,318 (t) 399 (t) 52 (DALY)

ストック 地球温暖化 31,919 (t) 4,121 (DALY)

パークロロ
エチレン

ドライクリーニン
グ用洗浄剤

フロー 大気汚染（住民） 大気汚染 386 (t) 3.8E-01 (DALY)

- -
ストック

大気汚染
（別の住民）

DEHP
プラスチック

製品

フロー
ヒト健康被害
(食品由来) 生態系

リスク

120,321 (t)
92 （DALY)

2.6E-2 (species/yr
)

-
-

ストック 1,453,932 (t) 163,318 (t)

R22

空調機器用
冷媒

フロー オゾン層
破壊

地球温暖化

オゾン層
破壊

地球
温暖化

0 (t) 2,054 (DALY) 84.2
Low

ストック オゾン層破壊 地球温暖化 7,108 (t) 386 (DALY) 15.8

R410a
フロー 4,802 (t) 4,023 (DALY) 55.8

High
ストック 地球温暖化 54,620 (t) 3,190 (DALY) 44.2

R32
フロー 593 (t) 3 (DALY) 11.5

Very High
ストック 地球温暖化 1,208 (t) 23 (DALY) 88.5

R12

冷蔵庫用
冷媒

フロー

地球温暖化
（エネルギー由来）

地球
温暖化

0 (t)

Chemical effect (3%);
Enegry effect-stock (97%) Very High

ストック 地球温暖化 5 (t)

R134a
フロー 200 (t)

ストック 地球温暖化 3,536 (t)

R600a
フロー 190 (t)

ストック 地球温暖化 1,114 (t)

DecaBDE
電気・電子機器

用難燃剤

フロー ヒト健康
リスク

生態系
リスク

ヒト健康
リスク

生態系
リスク

ヒト健康
リスク

生態系
リスク

149 (t) 2,241,034 (yen) 76.1
Low

ストック 3,875 (t) 705,584 (yen) 23.9

TPhP
フロー ヒト健康

リスク
生態系
リスク

ヒト健康
リスク

生態系
リスク

ヒト健康
リスク

生態系
リスク

9,159 (t) 5,132,008 (yen) 100.0
Very Low

ストック 94,483 (t) 180 (yen) 0.0

LAS

洗浄剤

フロー 生態系影響
地球温暖化

（エネルギー由来） 6,057 (t)
1.1E-3 (PAF)

3.5 ( DALY) - -
ストック

AE
フロー 生態系影響

地球温暖化
（エネルギー由来） 16,126 (t)

2.5E-6 (PAF)

9.3 ( DALY) - -
ストック
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B-2. 新たな管理・評価指標の提案

多指標の意思決定

ライフサイクル

今よりも堅実な化学物質管理に向けて、
意思決定を支える二つの評価指標を提案する。

リスクトレードオフ比
➢ 目標リスクと対抗リスクを同時に考慮することが可能

➢ 総リスク量の最小化を目指す指標である

➢ 政策の “落とし穴” を予見する

フロー・ストック比

➢ 化学物質のストックを取り込んだ指標

➢ 長期にわたる詳細リスク評価が必要／不要であるかを判断可能

➢ リスクトレードオフ比との連携を通じて「落とし穴」を網羅的に予見する

対抗リスク増加量
トレードオフ比（RTｒ）＝

目標リスク削減量

RTr<0: Win－Win
※前提：目標リスクは増加しない

0<RTr<1:許容可能なリスクトレードオフ

1<RTr: 許容できないリスクトレードオフ

フロー・ストック比 ＝
(ストック/フロー)物質代替後

(ストック/フロー)物質代替前

1

2

16



Merging lifecycle thinking and risk assessment 

Risk = Population
Consumption

Person

Emission

Consumption

Cenv

Emission

Dose

Cenv

EffectiveDose

Dose

Risk

EffectiveDose

Population
dynamics

Consump-
tion

behavior
Emission
process

Emission,
Fate&

Transport

Dose-
Response
relationship

Toxico-
dynamics

Intake

Chemicals, local health risk : 

Carbon dioxides, global health risk: (Scyriver, 2008) 

Temp

DALY

Emission

Temp

nConsumptio

Emission

Person

nConsumptio
PopulationRisk




=

Risk Trade off ratio: Δ countervailing risk / Δ Target risk

Stock characteristics: Residence Time b / Residence time a
a: before substitution, b:after substitution

ΔRisk => DALY  ( Pennington et al. 2002)
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C-1. リスクトレードオフ管理図の提案

S
f=

st
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k
/
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:平
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滞
留
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間

S
f 物

質
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替
後

/S
f 物

質
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替
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6

-40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40

Refrigerant
1990 vs 2030

Foam insulation
7

1990 vs 2020

Win-win Trade-off
acceptable unacceptable

DecaBDE 4

1990 vs 2030

トレードオフ比 ＝ 対抗リスク増加量

目標リスク削減量

学術的意義：Risk versus Risk:
Graham&Wiener (1997)の概念図の定量化

Adhesive
1990 vs 2020Adhesive 

1990 vs 2030 1

Detergent 1990 vs 2030

DecaBDE
1990 vs 2020

Foam insulation
1990 vs 2030

Refrigerant
1990 vs 2020

Detergent 1990 vs 2020
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C-2. 現行の化学物質管理制度にリスクトレード
オフ情報を組み込んだ化学物質管理

Ⅱ: More stock, 
co-benefit

Ⅲ: Less stock, 
co-benefit

Ⅰ: More stock, 
trade-off 
concern

Ⅳ: Less stock, 
trade-off 
concern

現行の評価：網羅性と予防的視点
・段階的リスク評価（全物質スクリー
ニング＋リスク評価）

・リスクの高い物質の特定（２特）
・エンドポイントが物質固有
・リスク削減の多面的評価の不足

現行の制度補完：
・技術ガイダンス＋ライフステージ別、
フロー・ストック をサプライチェインを通
じた曝露評価を通じ、著しいトレードオフ
が発生していないか。ストック性の高い
物質になっていないか？（分解性＋蓄
積性＋用途を反映）をモニタリング。ラ
イフステージ別寄与の明確化。

・多重なリスクマネジメントに資する知
見の提供

リスク

リスクトレードオフ比

ス
ト
ッ
ク
フ
ロ
｜
比
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本日の話題

１．リスク評価とライフサイクル評価の融合に基づく意思決
定支援

２．化学物質安全への関心事に答える評価に基づく意思
決定支援

※マルチスケールでデータの関連性を眺める視点
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化学物質全体を把握する
⚫既往研究

⚫本研究の新規性

本研究

手法 新規性

化審法対象物質を主成分分析と
クラスター分析により分類し毒
性を推計．その結果を用いて
USEtoxを利用しリスクを推計．

・化審法における化学物質評価にUSEtoxを用いた
・新規に合成された物質でも構造情報のみで大ま
かなリスクを定量化できる枠組みを構築した

既往研究 概要 知見 課題

分類11) Mia Stenberg et al.

2009

有機化合物56302物質の
構造データを主成分分析
により次元削減し32グ
ループに分類．その結果
と有害指定リストを比較．

構造類似性に基づく分
類と残留性有機汚染化
合物の相関関係を明ら
かにした

主成分の正負によ
り分類しており，
統計的に正しい分
類とは言えない

USEtox12) Evangelia Demou et al.

2011

産業化学物質の室内リス
ク評価による優先順位と
USEtoxの特性化係数によ
る優先順位を比較．

毒性の強さのみでなく，
暴露範囲にも重点をお
いた評価と管理が必要

パラメータの収集
に時間がかかる
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対象物質と収集データ

規制分類 (略字) 特徴 対象物質数(全数)

第一種特定化学物質 (C1S) 難分解・高蓄積・長期毒性 27 (33)

監視化学物質 (M) 難分解・高蓄積・毒性不明 32 (38)

第二種特定化学物質 (C2S) 高残留性・慢性毒性 16 (23)

優先評価化学物質 (PA) リスクが低いと言い切れない 169 (223)

一般化学物質 (G) リスクが十分に低い 783 (約28,000)

合計 1027

種類 数 データ 収集元

物理化学特性 13 分子量，沸点，蒸気圧，生物蓄積係数など EPI Suite, MOE

構造データ 68 体積，原子数，結合数，結合の強さ，電気的性質など MOE

毒性データ 3 発癌性毒性，反復投与毒性，水生生物への毒性 OECD QSAR Toolbox

排出量 3 大気，水域，土壌それぞれへの排出量 PRTRデータ

⚫ 対象物質
➢ 化審法対象物質
➢ CAS番号と対応している
➢ 製造・輸入数量が1 t以上の一般化学物質

⚫ 収集したデータ
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方法
✓ コンピュータによる予測＝ in-silicoを利用した推計

➢ 物理化学特性推計
研究が進んでおり，信頼性の高いモデルが多数開発されている．
EPI (Estimation Programs Interface) Suite (EPA, 2012)は，これらをまとめたプログラムである．

➢ カテゴリーアプローチ
化合物の類似性に基づき毒性を推計する．
化学物質を構造類似性に基づき分類し，それぞれの
グループで単回帰分析により推計式を算出する．

𝑇𝑜𝑥 = 𝑎 × 𝑃𝑜𝑤 + 𝑏 a, b : 定数
Pow : 水オクタノール分配係数

➢ 主成分分析

→相関のある多くの変数の値を、1つ
または小数個の合成変量(主成分)で
表すことができる

複数の説明変数を少数の一次式に変換

することで、総合特性を表す
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2005年にUNEP-SETACが開発したLCA手法に基づく多媒体環境動態モデル
3スケール11コンパートメント，媒体間移行と媒体内分解を考慮

𝑰𝑺 = σ𝒊𝑪𝑭𝒊 ∙ 𝑴𝒊

𝑪𝑭 = 𝒊𝑭 ∙ 𝑬𝑭

対象地域スケール：日本全体

方法 つづき

IS : impact score (DALY(hum) or PDF*m3*d(eco))

CF : characterization factor (DALY/kg(hum) or 

PDF*m3*d/kg(eco))

M : emission (kg)

i : compartment

iF : intake fraction (kgintake/kgemitted)

EF : effect factor (disease cases/kg(hum) or 

PAF*m3/kg(eco))

DALY : disability-adjusted life year 
(余命指標)

PDF : potential disappeared 

fraction

PAF : potential affected fraction

✓ Life Cycle Assessment (LCA)によるリスク推計＝ USEtox (USEtoxTM, 2010)を用いる

24



研究の枠組み

データベース
作成

解析

評価

対象物質選定

データ収集

主成分分析による次元削減

クラスター分析による分類

交差検証

単回帰分析によって
不足する毒性データを推計

リスクが十分に低い優先評価化学物質の特定

構造データ既知毒性データ
発がん性・非発がん性・生態

排出量データ

物理化学特性

EPI Suite

USEtox

化学物質の定量的リスク推計

現状の規制分類と比較

MOEOECD QSAR Toolbox
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主成分分析の結果
⚫主成分分析結果

PC 固有値 寄与率 累積寄与率 各主成分の特徴 環境中リスクとの関係

1 27.4 40.3 40.3 サイズの大きさ 生体内への吸収されにくさ

2 9.1 13.4 53.7 極性の大きさ 小さいほど疎水性＝高い残留蓄積性

3 7.0 10.3 64.0 柔軟性の小ささ 毒性の大きさ（芳香族）

4 3.7 5.4 69.4 ハロゲンの大きさ 毒性の大きさ

5 2.8 4.1 73.5 
電気的性質(水素結
合供与体の少なさ)

生態膜の透過しにくさ

26



届出排出量・移動量の経年変化

対象物質数増加

サプライチェインの中での化学物質：
PRTR制度の制定以後、化学物質排出量は削減を続けている。
（移動量の増減は顕著ではない）
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PRTR制度対象業種 産業連関表中分類項目
金属鉱業 → 金属鉱物

原油・天然ガス鉱業 → 石炭・原油・天然ガス
食料品製造業 → 食料品

飲料・たばこ・飼料製造業 → 飲料、飼料・有機質肥料、たばこ
繊維工業 → 繊維工業製品

衣服・その他の繊維製品製造業 → 衣服・その他の繊維既製品
木材・木製品製造業 → 木材・木製品
家具・装備品製造業 → 家具・装備品

パルプ・紙・紙加工業 → パルプ・紙・板紙・加工紙
出版・印刷・同関連業 → 印刷・製版・製本

化学工業 → 化学製品（大）
石油製品・石炭製造業 → 石油・石炭製品（大）

プラスチック製品製造業 → プラスチック製品
ゴム製品製造業 → ゴム製品

なめし革・同製品・毛皮製造業 → なめし革・毛皮・同製品
窯業・土石製品製造業 → 窯業・土石製品（大）

鉄鋼業 → 鉄鋼（大）
非鉄金属製造業 → 非鉄金属（大）
金属製品製造業 → 金属製品（大）

一般機械器具製造業 → はん用機械（大）・生産用機械（大）

電気機械器具製造業 →
電子部品（大）、電気機械（大）、
情報・通信機器（大）

輸送用機械器具製造業 → 輸送機械  　　　　　
精密機械器具製造 → 業務用機械

武器製造業 → 業務用機械
その他の製造業 → その他の製造工業製品

電気業 → 電力
ガス業 → ガス・熱供給

熱供給業 → ガス・熱供給
下水道業 → 水道

鉄道業 → 鉄道輸送
倉庫業 → 倉庫

石油卸売業 → 商業
鉄スクラップ卸売業 → 商業

自動車卸売業 → 商業
燃料小売業 → 商業

洗濯業 → 洗濯・理容・美容・浴場業
写真業 → その他の対個人サービス

自動車整備業 → 自動車整備・機械修理
機械修理業 → 自動車整備・機械修理
商品検査業 → その他の対個人サービス
計量証明業 → その他の対個人サービス

一般廃棄物処理業 → 廃棄物処理
産業廃棄物処分業 → 廃棄物処理

医療業 → 医療
高等教育機関 → 教育

自然科学研究所 → 研究

産業連関分析の適用

産業連関表の中分類108業種を
PRTR対象業種（38業種）に揃える。

➢ PRTR対象業種⇔産業連関表業種分類
の対応関係をより現実的に*。

➢ レオンチェフ逆行列は解析期間内で不変。
生産額等を調整する必要あり。

*便宜的に、鉄スクラップ卸売業・石油
卸売業・自動車卸売業・燃料小売り業
を商業全体に対応させるなど）

問題点

排出量ベースでの評価
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産業A 産業B 中間投入計 最終需要 生産額

産業A 10 20 30 20 50

産業B 30 50 80 20 100

付加価値 10 30

生産額 50 100

産業A 産業B

産業A 0.2 0.2

産業B 0.6 0.5

①

③

④ ⑤

②

行：生産額50における需要の内訳を表す。

列：生産額50に対して必要な材の内訳を表す。

最終需要＝国内需要 + 輸出 - 輸入

③：投入係数表
（①を列ごとに各産業の生産額②で除す）

③ = A, ④ = F, ⑤ = X とした時、

AX（中間投入ベクトル） + F（国内最終需要ベクトル） = X（国内生産額ベクトル）

X = (I※ – A)-1・F ※I：単位行列

(I – A)-1：レオンチェフ逆行列（Lと表記）

産業連関分析とその応用
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レオンチェ
フ逆行列
(I – A)-1

L：需要が1単位増加した際に生産額がどれだけ増えるかを表す。

例). 建設業の需要が1単位増える
①直接的な需要として建設業の生産が増える。
②建設業の生産に必要な業種の生産も増える
③生産の増えた業種の生産を満たすために他の業種の生産も増える。

Lは経済波及の仕組み = 生産構造を表している。
Lが大きい = 需要を満たすために必要な生産が多い

産業連関分析とその応用 つづき
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𝒈：化学物質排出量（kg）
f : 各産業の排出強度（排出量(kg) / 生産額(円)）
p：人口（人）
L：レオンティエフ逆行列
y : 最終需要額
ys：人口一人当たりの需要構造（ベクトル）
yv：人口一人当たりの需要額（スカラー）（円）

𝒈 = 𝑝𝒇𝑳𝑦𝑠𝒚𝒗
※

X（国内生産） = L（レオンティエフ逆行列）・F （国内需要）

上式を排出量を組み込んだ式に変換する。

𝑝𝒇𝑳𝑦𝑠𝒚𝒗 = 𝑝 ∙
𝑓1
⋮
𝑓𝑛

∙
𝑎 ⋯ 𝑏
⋮ ⋱ ⋮
𝑐 ⋯ 𝑑

∙ 𝑦𝑠 ∙
𝑚
⋮
𝑛

= 𝑝 ∙ 𝑦𝑠 ∙
𝑓1𝑎𝑚 +⋯+ 𝑓1𝑏𝑛

⋮
𝑓𝑛𝑐𝑚 +⋯+ 𝑓𝑛𝑑𝑛

各産業種ごとに排出係数を設定する。

産業連関分析とその応用 つづき
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𝑝𝒇𝑳𝑦𝑠𝒚𝒗 = 𝑝 ∙
𝑓1
⋮
𝑓𝑛

∙
𝑎 ⋯ 𝑏
⋮ ⋱ ⋮
𝑐 ⋯ 𝑑

∙ 𝑦𝑠 ∙
𝑚
⋮
𝑛

= 𝑝 ∙ 𝑦𝑠 ∙
𝑓1𝑎𝑚 +⋯+ 𝑓1𝑏𝑛

⋮
𝑓𝑛𝑐𝑚 +⋯+ 𝑓𝑛𝑑𝑛

𝒈 = 𝑝𝒇𝑳𝑦𝑠𝒚𝒗

各項の各年（平成12、17、23年）における変化量を算出し、寄与率を推定

（黒字：基準年の値、赤字：経年の値）
∆𝑔 =
𝑝 − 𝑝 𝒇𝑳𝑦𝑠𝒚𝒗 + 𝑝 𝒇 − 𝒇 𝑳𝑦𝑠𝒚𝒗 + 𝑝𝒇 𝑳 − 𝑳 𝑦𝑠𝒚𝒗 + 𝑝𝒇𝑳 𝑦𝑠 − 𝑦𝑠 𝒚𝒗 + 𝑝𝒇𝑳𝑦𝑠 𝒚𝒗 − 𝒚𝒗

生産構造変化（L）

a~bの行要素が大きくなる→産業1の他産業への影響が大きくなる。
つまり、他産業からの需要の増加を意味する。

cが大きくなる→産業1の生産工程における産業nへ依存度が高くなる。

需要構造変化（ｙｖ）
mが小さくなる→需要全体における、産業1の割合が小さくなる。

つまり、需要が減少した or 輸入額が増加した。

需要額変化（ｙｓ） 国内消費活動そのものが増加、減少した。

産業連関分析とその応用 つづき
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産業連関分析とその応用 結果
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増加要因

生産構造の変化によって21%の増加
特に原油・天然ガス鉱業が生産構造変化による排出量増の中で支配的

要因
原油・天然ガス鉱業の感応度係数（a~bなどの行和）が2.2→3.2へ（需要増加）
特に、電気業からの需要が約2倍になるなど、変化が一番大きい。
これは、この期間中に原油価格が約3.3倍になったことが大きいと考えられる。
結果として、各産業のサプライチェーンにおいてエネルギーへの負担割合が増し、感応度係数の
増加に繋がった。

𝑝𝒇𝑳𝑦𝑠𝒚𝒗 = 𝑝 ∙
𝑓1
⋮
𝑓𝑛

∙
𝑎 ⋯ 𝑏
⋮ ⋱ ⋮
𝑐 ⋯ 𝑑

∙ 𝑦𝑠 ∙
𝑚
⋮
𝑛

= 𝑝 ∙ 𝑦𝑠 ∙
𝑓1𝑎𝑚 +⋯+ 𝑓1𝑏𝑛

⋮
𝑓𝑛𝑐𝑚 +⋯+ 𝑓𝑛𝑑𝑛

減少要因

需要構造の変化によって19%の削減
特に原油・天然ガス鉱業が需要構造変化による排出量減の中で支配的

要因
増加と同じ要因で、原油価格の上昇によって輸入額が増加し、国内需要の比率（式中 m 等）が下
がったと考えられる。

その他の要因は、排出量変化にほとんど寄与していなかった。
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排出量（変化前） Δp  f  L  ys yv p  Δf  L  ys yv p  f  ΔL  ys yv p  f  L  Δys yv p  f  L  ys Δyv 排出量（変化後）

（単位：×103 t/年） 人口変化 排出係数変化 生産構造変化 消費額変化 消費構造変化

平成12年→17年 303 2.08 -11.5 66.3 -10.2 -58.9 291

平成17年→23年 291 0.0705 -100 23.1 -16.7 -29.8 168

平成
17→23年

全体として42%の削減
排出強度の変化によって34%の削減
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Society5.0 環境産業技術にしめるリスク評価技術の位置

環境改善とともに資源制約克服
製造技術・・・アクセル

・多くの人に多大な便益
・影響が少数の人へ偏る
・影響が形を変えて別の地域へ
・しかも影響は未知

生産側

排出、廃棄後，
環境側

発生源管理を実現
する技術・・・ブレーキ

そのためには、
・全体像の把握と問題点深堀り
・受け手側に立った安全性情報
・健全な「注意が」相互に働く
社会へ

PRTR等、
事業者が発生源
で自主管理

廃棄物資源、即ち
廃棄と生産をつなぐ
技術へ

一体的取り組み
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社会的関心への対応
未知リスクを含む
新規材料の評価

拡大生産者責任
へ対応する技術

の評価

温暖化対策関連：
技術の評価

代替物質・未規制
物質の評価

基礎・
領域科学

社会的
ニーズ

持続可能性を
阻害する要因の評価

ライフサイクル全体
を見据えた展開

リスク比較を
可能とする技術

評価・マネジメントの科学：全体像を描き，Priorityをつけ，Projectで推進

複
数
の
領
域
専
門
科
学

Society5.0 環境産業技術にしめるリスク評価技術の位置 ・・・つづき
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まとめに代えて

新たな社会における化学物質安全を見据えたとき、

・社会のニーズとともにリスク評価の変容（進化）

・リスク評価技術は制度と両輪をなして社会に定着

・マルチプルリスク、Risk Risk trade offを前提としたリスク
管理

＝＞複数の深い専門性に根ざしたgeneralistの役割がより重要

本発表は、以下の研究をもとにしております。記して謝意を表します。
経済産業省化学物質管理課 大学連携事業
環境省 環境研究総合推進費（1-1501)
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